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第１編 基本構想 
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１-１ 計画策定の趣旨 

 

本市は、「伊丹市まちづくり基本条例」第１２条の２に、目指すべき市の将来像及びまちづくりの

目標を定め、それらを実現するための方法や手段を総合的かつ体系的に明らかにするために、総

合計画を策定することを規定し、総合計画に基づくまちづくりを進めています。 

成熟した伊丹のまちで、新たに第６次伊丹市総合計画を策定するにあたり、人口減少社会の到

来を見据え、行政サービスをどのように維持していくかを示すことが必要です。 

社会情勢の変化に伴って生じる諸課題や市民ニーズに的確に対応し、将来世代に負担を先送り

することなく、これからも住みやすいまちであり続けられるよう、市民と歩むまちづくりの指針とし

て第６次伊丹市総合計画を策定します。 

 

１-２ 計画の構成と期間 

 

令和３年度 ▶ 令和 10 年度 
（2021 年度）       （2028 年度） 

 

総合計画は、基本構想、基本計画及び実施計画で構成します。また、計画期間は令和３年（２０２

１年）度から令和 10年（２０２８年）度までの８年間とします。 

 

図 総合計画の構成と期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年 次

計 画

令和3年度

(2021)

4年度

(2022)

5年度

(2023)

6年度

(2024)

7年度

(2025)

8年度

(2026)

9年度

(2027)

10年度

(2028)

基本構想

基本計画

実施計画

8年間

前 期 後 期

長期的な展望に立ち、将来どのようなまち

の姿を目指すのか、行政運営の基本的な

方針を定めます。 

≪政策の大綱≫ 

基本構想の実現に向け、分野別のまちづく

りを進めていくための取組を定めます。 

≪施策≫ 

基本計画に位置付けられた取組について、

具体的な事業を定めます。 

基本構想

基本計画

実施計画

議 決 
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１-３ 将来像 

 

人の絆
きずな

 まちの輝き 未来へつなぐ 伊丹 

 

この計画では、全ての市民が安心して生き生きと暮らすことができ、伊丹の未来を担う全ての子

どもが夢と希望をもって健やかに成長できる、魅力あふれるまちの実現を目指します。 

そのためには、市民相互のつながりや支え合いを大切にし、市民の参画と協働を推進することに

より、これからも誰もが住みやすいと感じられる持続可能なまちを創ります。 

 

 

１-４ 目標年次の推計人口 

 

令和 10年度の推計人口 20 万人 
（目標年次） 

 

日本の総人口が減少に転じた平成 20 年（2008 年）以降も、本市の人口は微増傾向を維持し

ており、令和２年３月１日現在の推計人口は、19 万 8,5３8 人です。 

本計画では、まちづくりの諸施策が効果的に進み、社会増による人口増加や出生率の上昇が実

現すると、目標年次である令和１０年度の将来人口は、２0万人に達すると見込んでいます。 

その後、本市においても人口減少に向かうと想定しており、令和 42 年には、およそ 17 万人と

推計しています。 

 

図 伊丹市の将来人口推計 

 

備考）平成 27年 10月１日現在の人口（国勢調査）を基準人口として推計。社人研準拠とは、国立社会保障・人口問

題研究所が推計する将来人口の諸条件に加え、近年の社会増等を踏まえた人口推計です。 
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１-５ 政策大綱 

 

本計画では、将来像の実現に向けて、次の６つの分野を政策の大綱として定め、効率的かつ効果

的に施策を展開します。 

 

大綱１ 安全・安心 

災害時に適切に対応できるよう、日頃より防災施設の整備・

保全や消防・救急体制の強化に取り組みます。あわせて、市民・

地域・事業者等による自助・共助の取組を支援し、まち全体の防

災力の向上を目指します。 

ハードとソフトの両面から交通安全や地域防犯に取り組むこ

とにより、市民の生命や財産・暮らしを守り、誰もが安全・安心

を感じながら暮らすことのできるまちの実現を目指します。 

 【関連する施策】 

○災害対策 

○消防・救急 

○交通安全・地域防犯 

 

 

大綱２ 育ち・学び・共生社会 

子どもたちの健やかな育ちや学びを支えるとともに、出産や

子育てをしやすい環境の整備を進め、社会総がかりでまちの未

来を担う人づくりに取り組みます。また、生涯学習・スポーツを

通じて市民が交流し、生きがいをもって地域で活動できるよう

支援します。さらに、多様な価値観や考え方を互いに認め合い

ながら共に暮らすことのできる人権の守られるまちの実現を目

指します。 

 【関連する施策】 

○子育て・子育ち 

○青少年の健全育成 

○幼児教育・保育 

○学校教育 

○教育環境 

○生涯学習・スポーツ 

○人権 

○男女共同参画 

○多文化共生・平和 

 

 

大綱３ 健康・医療・福祉 

誰もが地域の中で自分らしく暮らし続けることができるよう、

医療や保健、福祉の連携と充実を図り、市民の生活を包括的に

支援する体制の整備に取り組みます。また、あらゆる世代の主

体的な健康づくりへの支援や、地域で必要な医療を受けること

のできる体制づくりを進め、いつまでも健やかに、生き生きと

暮らすことのできるまちの実現を目指します。 

 【関連する施策】 

○健康づくり 

○地域医療 

○地域福祉 

○高齢者福祉 

○障がい者福祉 
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力 

まちづくりの担い手の発掘や人材育成に取り組むとともに、

地域自治組織による地域自治の推進、多様な市民活動団体へ

の支援を行い、市民力・地域力が発揮できる環境づくりを進め

ます。また、地域産業の振興、雇用の創出、地域資源の掘り起し

や発信に取り組み、今後も持続的に成長・発展する、にぎわいと

活力あるまちの実現を目指します。 

 【関連する施策】 

○市民力・地域力 

○都市ブランド 

○歴史・文化 

○商工業 

○都市農業 

○雇用と労働 

○空港との共生 

 

 

大綱５ 環境・都市基盤 

地球環境に配慮した良好な環境の保全に取り組み、ごみの減

量や再資源化など、資源循環型社会の形成を進めるとともに、

自然環境を次の世代に引き継ぐため、生物多様性の保全・再生

の取組を推進します。また、道路や公園、上下水道等の整備や

維持管理、鉄道やバス、自転車などによる地域の移動手段の確

保等、快適でうるおいのあるまちの実現を目指します。 

 【関連する施策】 

○環境保全 

○循環型社会の形成 

○公園・緑地・生物多様性 

○都市計画・住環境 

○交通・道路 

○水道・下水道 

 

 

大綱６ 参画と協働・行政経営 

市民の市政への参画や市民との協働を基本に、市民とともに

まちづくりを進めます。また、施策の優先順位付けや選択と集

中により、健全な行財政運営に努めます。さらに、ＩＣＴ（情報通

信技術）を活用した市民サービスの向上や、国・他の自治体との

連携など、少子高齢化が進展しても、将来にわたって安定的な

公共サービスを維持できるような基盤づくりに取り組みます。 

 【関連する施策】 

○参画と協働 

○ＩＣＴ（情報通信技術）

の活用 

○行財政運営 
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（ページ調整余白） 
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第２編 基本計画 
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将来像の実現に向け、６つの政策大綱と 33 の施策を次のとおり体系的に位置付け、各施策を

推進します。また、全ての政策大綱や施策は、他の政策大綱や施策と何らかの関係性があり、施策

間で連携して取り組むことにより、施策の効果をより高めます。 
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大綱１ 安全・安心  

 

施策 1-1  災害対策 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

災害から市民の生命や財産が守られるまち 

 

●現状と課題 

▶ 近年、地震や風水害等の自然災害が多発

するとともに、複雑化・大規模化しています。

また、近い将来、南海トラフ地震の発生も予

測されています。本市域は南海トラフ地震発

生時の津波浸水想定区域には該当していま

せんが、想定を超えた事態や、様々な影響

にも備えが必要です。また、市域の東西に猪

名川・武庫川があり、集中豪雨などにより記

録的な降雨があった場合、市域の一部にお

いて洪水氾濫による浸水が懸念されていま

す。 

▶ 新たな感染症の発生が社会に大きな影響を

及ぼしており、新型感染症対策がこれまで

以上に求められています。 

▶ 急速な高齢化の進展に伴い、災害時に支援

を要する市民が、今後さらに増加すると想

定されており、大規模災害発生時は、公共

機関だけでは対応が困難です。 

▶ 災害発生時には迅速な情報収集や情報提

供が重要で、ドローンやロボット、ＳＮＳ（ソー

シャル・ネットワーキング・サービス）等の先

端技術を活用した防災・減災の取組が必要

です。 

 

●取組の方向性 

▶ 防災に関する知識を普及啓発し、市民や

地域の防災に対する意識の高揚を図りま

す。 

▶ 市民や民間事業者、地域の防災士などと

の連携、地域の自主防災組織の活動への

支援などを通じて、日頃から「自助・共助」

に向けた地域防災力の強化に取り組みま

す。 

▶ 防災情報通信設備や飲料水兼用耐震性貯

水槽などの適切な維持保全を行うととも

に、食糧や飲料水、感染症の防護資機材な

ど、災害時用物資を備蓄します。 

▶ 計画的にポンプ場施設や雨水管渠の整

備・更新や維持保全を行うことにより、浸

水対策を推進します。 

 

▶ 災害発生時に業務を継続し、迅速・的確な

対応が行えるよう、防災拠点として免震構

造を採用した新庁舎の整備や、ＩＣＴ（情

報通信技術）を活用した危機管理・情報収

集・伝達体制の強化を図ります。 

▶ 日頃より避難行動要支援者支援制度に基

づく取組を進め、大規模な災害が発生し

た場合には、市民と協力し、迅速な避難行

動、円滑な避難所の開設と運営に取り組

みます。 

▶ 災害発生時には、国・県や、他の自治体な

どの関係機関や民間事業者と連携・協力

しながら対応します。 

▶ 大規模災害発生後は迅速な復旧・復興や、

通常の行政業務の早期再開を図り、市民

の円滑な生活再開に努めます。 
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大綱１ 安全・安心  

 

施策 1-2  消防・救急 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

消防・救急体制が充実し、安心して暮らせるまち 

 

●現状と課題 

▶ 近年、頻発する自然災害など、発生する災

害や事故は複雑化・多様化・大規模化して

おり、これらに対応できる消防・救急体制

が必要です。 

▶ 消防活動の基盤となる人材の確保や消防

施設・装備等の整備及び地域防災力の強

化に向けて、消防団員の充足と活動の活

性化が必要です。 

▶ 急速な高齢化の進展や核家族化に伴う社

会構造の変化により、救急需要は増加傾

向です。 

▶ 緊急性のない安易な救急要請など、適正な

救急車利用のあり方が課題となっていま

す。 

 

 

●取組の方向性 

▶ 災害や事故などの発生時に、迅速かつ的

確に対応できるよう、必要となる消防力

（人員・施設・水利等）の確保や近隣市と

の連携・協力などを推進し、消防業務の充

実・強化を図ります。 

▶ 消防・救急活動の高度化、効率化を図るた

め、ＩＣＴの活用動向や先進的な活用事

例等について、情報を収集し、技術を導入

します。 

▶ 消防団の充実や地域の防災活動への支援

などにより、地域防災力の向上を図りま

す。 

▶ 火災の予防や、災害による被害を軽減す

るため消防法令に基づく査察等、規制事

務の充実を図ります。 

▶ 市民や民間事業者が主体的に火災予防に

努め、被害の拡大を防ぐことができるよ

う、防火安全対策を推進します。 

▶ 応急手当の普及や救急車の適正利用等の

啓発を行います。 
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大綱１ 安全・安心  

 

施策 1-3  交通安全・地域防犯 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

事故や犯罪から市民の生命と暮らしが守られるまち 

 

●現状と課題 

▶ 市域が平坦で、通勤・通学や日常の移動手

段として自転車を利用する市民が多く、

自転車が関係する交通事故が多発してい

ます。高齢者が関係する事故と併せて発

生防止に向けた取組が必要です。 

▶ 交通ルールの遵守やマナー向上に向けた

取組を継続することが必要です。 

 

▶ 全国に先駆けて安全・安心見守りネット

ワークを整備し、ハードとソフトの両面

から地域防犯に取り組んだ結果、犯罪認

知件数は大きく減少しています。 

▶ 架空請求などの特殊詐欺や悪質商法の手

口は多様化・巧妙化しており、これらへの

適切な対応が必要です。 

 

●取組の方向性 

▶ 警察などの関係機関と連携し、歩行者や

自転車利用者、高齢者への交通ルールや

マナーに関する交通安全指導や意識啓発

などの取組を徹底し、交通安全対策を推

進します。 

▶ 防犯への意識啓発や、市民・地域事業者な

ど多様な主体による地域防犯活動への支

援、警察などの関係機関との連携により、

安全で安心な地域づくりに取り組みま

す。 

▶ 安全・安心見守りネットワークなど、ＩＣ

Ｔを活用し、子どもから高齢者まで幅広

く市民の安全対策を強化します。 

▶ 消費者被害防止のため、幼児期から高齢

期までの各ライフステージに応じ、その

特性に配慮した消費者教育の推進や消費

者相談の充実に取り組みます。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-1  子育て・子育ち（※） 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

全ての子どもが、周りの人の支えや見守りの中で健やかに育つまち 

 

●現状と課題 

▶ 核家族化の進展や、地域のつながりの希薄

化、共働き家庭の増加などを背景に、子育

てに不安や孤独を感じる保護者への対応

が課題です。 

▶ こども発達支援センターを拠点に、発達に

支援が必要な子どもに対し、発達段階に応

じた相談や支援を行っています。 

▶ 子どもの貧困が、社会的な課題となって

います。 

▶ 全国的に児童虐待通告件数が増加して

おり、本市においても同様の傾向がみら

れます。虐待の未然防止や早期発見、再

発防止等に向けた体制の強化が必要で

す。 

 

●取組の方向性 

▶ 子育てに関する適切な情報発信と、ニーズ

に応じたアドバイスを受けることができる

相談窓口の充実、保護者の情報交換の場

の提供などを通じて、子育ての不安や負担

感の軽減を図ります。 

▶ 家庭・学校園（認定こども園・幼稚園・保

育所（園）・学校）・地域など多様な主体の

連携により、子育てネットワークの構築

や家庭の教育力の向上を図り、社会総が

かりで子どもの育ちを支えます。 

▶ 発達に支援が必要な子どもが、成長段階

に応じて切れ目なく支援を受けられるよ

う、医療・福祉・教育が連携した支援体制

を強化します。 

▶ 生活困窮家庭に対する生活支援や就学支

援など、「貧困の連鎖」を断つ取組を進め

ます。 

▶ 子ども家庭総合支援拠点（※）の整備・運

営により、児童虐待の予防や早期発見・対

応、再発防止に取り組むとともに、経済状

況等に困難を抱えるひとり親家庭などの

生活の安定や自立促進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

※子育ち：子ども自身が、自らの力で心身ともに成長すること。 

※子ども家庭総合支援拠点：地域のすべての子どもとその家庭及び妊産婦等を対象とし、継続的に支援する専門

性をもった機関。①子どもの養育に関する相談・支援や情報提供②要支援・要保護児童や若年妊娠などの特定

妊婦等に関する相談・支援③児童相談所等関係機関との連絡調整④子どもの一時保護解除後のアフターケアな

どの 4 つの機能を持つ。  
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-２  青少年の健全育成 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

健全な心身と自立心を養い、社会で活躍できる青少年が育つまち 

 

●現状と課題 

▶ ひきこもりや様々な悩みなど、生きづら

さを抱える青少年とその保護者への対応

が課題です。これらに的確に対応できる

よう、支援体制の強化が求められていま

す。 

▶ 青少年の非行防止の取組などを通じて、

まちの未来を担う青少年を健全に育成す

る環境を整備することが必要です。 

▶ 共働き家庭の増加などを背景に、保護者

が就労している間に、子どもが安全に安

心して過ごせる場づくりが求められてい

ます。 

 

●取組の方向性 

▶ ひきこもりなど、社会生活に困難を有す

る青少年に対し、県やＮＰＯ（非営利団

体）などの関係機関と連携して相談支援

を行い、就労や社会参加を促します。 

▶ 家庭・地域・警察等の関係機関と連携した

情報共有と相談機能の強化や、啓発活動

の実施、事案への早期対応など、社会総が

かりで青少年の非行や問題行動の未然防

止と安全確保、健全育成を推進します。 

▶ 青少年が様々な体験や交流を通じて、社

会性や生きる力を身につける機会をつく

ります。また、放課後や休日などに、異年

齢の子どもと交流しながら過ごすことの

できる児童館、放課後児童くらぶ、子ども

食堂など、子どもの居場所づくりを推進

します。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-３  幼児教育・保育 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

全ての子どもが質の高い教育・保育を受けることができるまち 

 

●現状と課題 

▶ 平成 30 年に「幼保連携型認定こども園教

育・保育要領」「幼稚園教育要領」「保育所

保育指針」が改訂され、全ての就学前施設

において、同様の教育・保育の質が担保さ

れるとともに、小学校との連携強化によ

る子どもの学びの連続性を確保すること

が重要とされました。 

▶ また、就学前の全ての子どもに質の高い

教育・保育を提供するとともに、子育て世

帯の経済的負担の軽減を目的とした幼児

教育・保育の無償化が開始されるなど、幼

児教育・保育のより一層の充実に向けた

取組が推進されています。 

▶ 急速に進展する少子化に対応するために

は、若い世代の就労と子育てを包括的に

支え、子育ての希望が叶えられる体制づ

くりが必要です。特に、増加する保育ニー

ズへの対応や幼児教育・保育に関わる人

材不足が課題です。 

▶ 全ての子どもが等しく質の高い教育・保

育サービスを受けることができるよう、

ライフスタイルの多様化に対応した多様

な教育・保育サービスを提供することが

必要です。 

 

●取組の方向性 

▶ さらなる幼児教育の質の向上を目指し、

幼児教育センターを中心に、認定こども

園、幼稚園や保育所（園）などの就学前の

教育・保育施設が相互に連携して幼児教

育の研究や、そこに関わる人材の資質向

上に取り組みます。さらに、家庭・地域へ

の幼児教育に係る情報発信や、学校教育

と接続した学びを提供できる体制づくり

を推進します。 

▶ 保育需要を見据え、民間活力を活かした

保育施設の整備・運営や、保育人材の育成

などにより、良質な保育環境の確保に取

り組みます。 

▶ 就学前の教育・保育施設の運営を充実さ

せるとともに、病児保育や一時保育など、

保護者の様々なニーズに応じて、多様な

教育・保育サービスの提供に努めます。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-４  学校教育 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

全ての児童・生徒が生きる力を身につけることができるまち 

 

●現状と課題 

▶ まちの未来を担う全ての児童・生徒に対

し、主体的・対話的で深い学びの実現によ

る学力向上、豊かな心の育成、生活習慣の

改善に基づく体力向上に、バランス良く

取り組むことが必要です。 

▶ 不登校や発達上の課題、虐待や自傷行為

等、人間関係や家庭環境、愛着問題等を背

景とする複雑な課題への対応が求められ

ています。 

▶ 特別な支援を要する児童・生徒の学びを

支えるなど、全ての子どもがそれぞれの

個性や能力を伸ばしながら成長する環境

を整備することが求められています。 

▶ 多様な教育課題に対応し、子どもの資質・

能力を伸ばすため、教職員の資質向上が

求められています。 

 

●取組の方向性 

▶ 幼児期の教育・保育と小学校教育との接

続を重視するとともに、基礎学力の向上

や学習指導へのＩＣＴの積極的な活用を

図り、社会の変化に対応できるよう、学習

内容の充実に取り組みます。また、規範意

識を高め、いじめや不登校などの課題の

解消を図り、児童・生徒の豊かな心を育み

ます。さらに、体力・運動能力の向上と、

望ましい生活習慣の形成を図り、健やか

な体を育みます。これらの取組を通じて、

すべての児童・生徒の「生きる力」を育み、

持てる力を十分発揮することができるよ

う、取り組みます。 

 

▶ 学校や教育に関する児童・生徒や保護者の

相談に適切に対応できるよう、スクールソ

ーシャルワーカーやスクールカウンセラー

などの専門家や関係機関と連携し、相談機

能を強化します。 

▶ 就学前施設や学校園など関係機関が連携

し、特別な支援を要する児童・生徒の教育

的ニーズを把握し、個に応じた指導・支援

の充実を図るなど、特別支援教育を推進

します。 

▶ 経年研修や管理職研修、教育課題に応じ

た研修や講座等を実施し、教職員が主体

的に学ぶことができるよう、研修の場の

充実を図ります。また、各校における課題

や実態に応じた研究を組織的に行い、教

職員の資質向上に取り組みます。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-５  教育環境 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

学校園・家庭・地域社会が連携して子どもたちを育むまち 

 

●現状と課題 

▶ これまで、地域に開かれた学校づくりを

目指し、コミュニティ・スクール（※）や

ボランティア等の地域人材による教育活

動への支援を推進してきました。学校運

営への市民参画をさらに進め、地域ぐる

みで学校を活性化し、子どもの学びの充

実を図ることが必要です。 

▶ 災害や交通事故等に備え、防災対策や交

通安全対策、通学路等の安全確保の更な

る取組が必要です。 

▶ 学校園施設の耐震化はすでに完了してい

ますが、子どもたちがこれからも安全で

快適な環境で学ぶことができるよう、老

朽化が進む学校園施設の適切な維持管理

が必要です。 

 

 

●取組の方向性 

▶ まち全体で地域の将来を担う子どもたち

を育成するため、学校園・家庭・地域が教

育に関する情報を共有し、地域ぐるみで

学校の運営や教育力の向上に取り組むコ

ミュニティ・スクールと、地域学校協働活

動とを一体的に推進します。 

▶ 子どもたちや教職員がそれぞれ危機意識

を高めるため、日頃から交通安全教育や

防犯・防災教育を進めます。また、家庭や

地域、警察など関係機関との連携を強め、

子どもたちの安全確保に取り組みます。 

▶ 安全で充実した教育環境を整えるため、

施設の改修や長寿命化等を計画的に推進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※コミュニティ・スクール：学校と地域住民や保護者等が学校運営や学校運営に必要な支援等について協議する協

議会（学校運営協議会）を設置した学校。  
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-６  生涯学習・スポーツ 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

生涯にわたって、主体的に学び、スポーツに親しむことができるまち 

 

●現状と課題 

▶ 子どもから高齢者まで、生きがいをもっ

て健康で心豊かに暮らせるよう、生涯に

わたって、市民が主体的に学び、スポーツ

に親しむことができる環境が大切です。 

▶ 社会教育施設では、市民が主体的に学ぶ

機会の提供に加え、学んだ内容を地域に

還元する取組が求められています。 

▶ 市民が気軽にスポーツに親しむきっかけ

づくりに加え、スポーツの実践を通じた

健康の増進や市民相互の交流の促進に向

けた取組が必要です。 

▶ スポーツ施設の老朽化の進行が課題で

す。 

 

●取組の方向性 

▶ 公民館をはじめとする社会教育施設間の

連携を深め、あらゆる世代がライフステ

ージに応じ、地域で活躍できるよう、主体

的に学べる環境を整備するとともに、各

施設での学びの成果が身近な課題の解決

につながることで、学びの循環を生み出

すよう取り組みます。 

▶ 学びや情報収集の拠点としての図書館の

機能をさらに充実させるとともに、こと

ばや本を通じた市民相互の交流が深まる

よう取り組みます。 

▶ 生涯にわたって誰もがスポーツを楽しみ

ながら、健康に暮らせるよう、伊丹生まれ

のニュースポーツの普及や、スポーツ団

体の活性化や交流の促進、指導者の育成

等、市民が気軽にスポーツに親しめるき

っかけづくりに取り組みます。 

▶ 市民が良好な環境でスポーツを実践でき

るよう、スポーツ施設を適切に維持管理

します。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-７  人権 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

一人ひとりが尊重され、多様な市民が、地域社会の中で、生き生きと暮らせるま

ち 

 

●現状と課題 

▶ 市民一人ひとりが個人として尊重される

ことは、心豊かな暮らしの基本です。これ

まで、様々な媒体による情報発信や啓発

事業などを通じて、女性・子ども・高齢者・

障がい者・同和問題・外国人などに関する

多様な人権課題の解決に向けた取組を進

めてきましたが、今なお社会の様々な場

面において差別や偏見が解消したとは言

えない状況です。 

▶ 性の多様性に関する理解促進や、インタ

ーネット上での人権侵害への対応など、

人権課題は多様化・複雑化しつつありま

す。これまでの取組に加え、新たな人権課

題等への適切な対応が必要です。 

 

 

 

●取組の方向性 

▶ 市民一人ひとりが人権に対する理解を深

め、地域社会の中で互いの多様性を認め

合い、共に生きる、市民主体の「人権尊重

のまちづくり」を推進し、差別の解消や人

権課題の解決のため、人権意識の高揚に

向けた啓発に取り組みます。 

▶ 人権に関する様々な情報発信や活動支援

の拠点施設である人権啓発センターにお

いて各種事業を展開し、あらゆる人権課

題に取り組みます。 

▶ 多様化・複雑化する人権課題について、関

係機関と連携を強めながら、情報を共有

し、必要な啓発、支援その他の対策を行う

など、新たに生じた課題に柔軟かつ的確

に取り組みます。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-８  男女共同参画 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

性別に関わらず、全ての人がそれぞれの個性と能力を発揮できるまち 

 

●現状と課題 

▶ 女性の社会進出が進む中、職場や家庭、地

域など、様々な場で、今なお性別による固

定的な役割分担意識が根強く残っていま

す。また、日本における指導的地位に占め

る女性の割合は依然として低い水準であ

り、本市でも、様々な意思決定の場への女

性の参画を進める必要があります。 

▶ これまで、市民オンブードによる男女共

同参画施策の進捗状況調査など、市民参

画による男女共同参画施策を推進してき

ました。今後も、男女が対等な立場で活躍

できる男女共同参画社会の実現を目指し

た取組の充実が必要です。 

▶ 配偶者やパートナーからの暴力（ＤＶ），

恋人からの暴力（デートＤＶ）、セクシュ

アル・ハラスメントや性暴力などの裏に

は、固定的性別役割分担意識や女性差別

が潜んでいます。男女共同参画社会の実

現のためには、意識の改革による、これら

の暴力の根絶が重要です。 

 

●取組の方向性 

▶ 様々な場面で女性が直面する困難や課題

に対して的確に対応できるよう、カウン

セラーや弁護士など専門家や関係機関と

連携し、相談・支援体制の充実に取り組み

ます。 

▶ 男女共同参画センターを中心に、相談、啓

発、学習の機会の提供等を行うとともに、

市民団体や事業者といった多様な主体と

協働しながら、性別に関わらず、全ての人

が個性や本来の力を発揮できる社会の実

現に向けた取組を進めます。 

▶ ＤＶを根絶するための防止策と、被害者

の保護・支援に向けた取組を推進します。

また、ＤＶを許さない社会づくりに向け

た啓発に取り組みます。 
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大綱２ 育ち・学び・共生社会  

 

施策 ２-９  多文化共生・平和 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

日本人市民と外国人市民が、多様な文化を理解し合いながら暮らし、平和を大切

にするまち 

 

●現状と課題 

▶ 「出入国管理及び難民認定法」の改正に

伴い、全国的に外国人労働者の増加が見

込まれています。本市においても、様々な

国籍の在住外国人が増加傾向にありま

す。日本人と異なる生活習慣や多様な文

化を持つ人々と、地域で共に生活し、理解

し合う多文化共生社会を市民と共に実現

するために、適切な生活情報の提供など

生活支援や、啓発、交流をこれまで以上に

進めていくことが重要です。 

▶ 第２次世界大戦終結から 70年以上が経過

し、社会の中で戦争を知らない世代が多

数を占めるようになり、戦争体験の風化

が懸念される中、平和の大切さを次世代

に引き継いでいくことが必要です。 

 

●取組の方向性 

▶ 多様な文化を有する外国人市民が、日本

人市民と共に、まちづくりを担い、生き生

きと暮らせるよう、市民団体や事業者等

と連携・協力し、やさしい日本語、英語等

による生活情報の提供や相談体制の充

実、啓発、交流促進に取り組みます。 

▶ 市民と協働した国際姉妹・友好都市との

交流を通じて、市民間の友好を育み、国際

理解を深めるよう取り組みます。 

▶ 「平和都市宣言」の趣旨に則り、生命（い

のち）を大切にし、全ての人々が幸せに暮

らせる平和な社会の実現を目指し、啓発

に取り組みます。 
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大綱３ 健康・医療・福祉  

 

施策 ３-１  健康づくり 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

自ら健康づくりに取り組み、生き生きと暮らせるまち 

 

●現状と課題 

▶ 人生 100 年時代の到来を見据えると、健

康で自立した生活を送ることができる

「健康寿命」を伸ばすことが重要です。 

▶ あらゆる世代の市民が主体的に健康づく

りに取り組める仕組みづくりや、健康診

査の受診率の向上が課題です。 

▶ 家族構成の変化や地域のつながりの希薄

化などの社会情勢の変化に伴い、妊娠、出

産、育児について相談できる人が身近に

いないなど、地域や家庭における妊産婦

等の孤立感の解消に向けた支援が必要で

す。 

▶ グローバル化の進展により、様々な感染

症の懸念が高まる中、感染症について、着

実にまん延防止を図ることが必要です。 

 

●取組の方向性 

▶ あらゆる世代の健康づくりを支援する拠

点施設として、新保健センターを整備し、

事業者や団体、病院などの関係機関との

ネットワークを強化し、市民の主体的な

健康づくりを推進します。また、市民が生

活習慣病の予防や食に関する正しい知識

を習得できるよう、講座事業などの啓発

に取り組みます。 

▶ 健康診査の受診率の向上に向けた啓発や

受診勧奨を行い、市民が自ら健康を意識

し、生活習慣を見直すことによる疾病の

予防や、早期発見・早期治療に取り組みま

す。 

▶ 妊婦や乳幼児の相談事業や健診を通じ

て、妊娠期から乳幼児期まで切れ目なく

母子の健康を守り、安心して出産や子育

てができるよう取り組みます。 

▶ 予防接種の接種率の向上に努めるととも

に、感染症予防に関する情報の提供や知

識の周知・啓発に取り組みます。 
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大綱３ 健康・医療・福祉  

 

施策 ３-２  地域医療 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

身近な地域で安心して必要な医療を受けられるまち 

 

●現状と課題 

▶ 急速な高齢化の進展を背景に、さらなる

医療需要の増加が見込まれます。 

▶ 地域の中核病院である市立伊丹病院にお

いては、阪神北準圏域での役割を見据え、

機能を強化することにより、地域内で必

要な医療を提供できる体制づくりを進め

る必要があります。 

▶ 緊急時に必要な医療サービスを受けられ

るよう、安定的な救急医療体制を整備し、

維持することが必要です。 

▶ 誰もが安心して必要とする医療サービス

を受けられるよう、国民健康保険制度や

後期高齢者医療制度等の安定的な運営が

重要です。 

 

●取組の方向性 

▶ 老朽化の進む市立伊丹病院を建て替えて

機能強化を図り、市民が安心して質の高

い医療サービスを受けられるように取り

組みます。 

▶ かかりつけ医との連携など、医療機関ご

とに役割に応じた専門性を発揮し、地域

内で最適な医療を提供できる地域完結型

の医療体制の整備を進めます。 

▶ いたみ健康・医療相談ダイヤル 24 や、休

日応急診療所の運営など、休日や夜間の

急病に対応できる適切な医療サービスの

提供に取り組みます。 

▶ 国民健康保険税の収納率の向上や、特定

健診の受診率の向上、ジェネリック医薬

品（※）利用促進など、県と連携し、国民

健康保険制度の安定的な維持・運営に取

り組みます。 

▶ 県の広域連合と連携し、後期高齢者医療

制度の安定的な維持・運営に取り組みま

す。 

▶ 県と協調した福祉医療費助成により、乳

幼児や子ども、障がい者等の経済的負担

の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ジェネリック医薬品：新薬（先発医薬品）の特許が切れた後に製造・販売される、新薬と同一の有効成分を同一量

含み、効き目が同等な後発医薬品。  
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大綱３ 健康・医療・福祉  

 

施策 ３-３  地域福祉 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

地域のつながりや支え合いで、誰もが安心して暮らせるまち 

 

●現状と課題 

▶ 急速な高齢化の進展に伴い、ひとり暮ら

し高齢者や高齢者のみの世帯が増加して

います。また、ひきこもりや社会的孤立状

態にある人など、個々の抱える課題は多

様化・複雑化しています。 

▶ 地域では、住民同士のつながりの希薄化

に加え、地域福祉の担い手が高齢化・固定

化するなど、担い手不足が課題です。 

▶ 認知症高齢者や障がい者の権利を守り、

地域で安心して暮らしていくための支援

が一層必要です。 

▶ 引きこもりの高齢化など、将来的な経済

困窮リスクや複合的な困難を抱える世帯

が潜在しています。 

▶ 生活保護を受給する世帯には、就労・自立

に向けた継続した支援が必要です。 

 

●取組の方向性 

▶ 地域に潜在している支援を要する人や世

帯を早期に必要な支援につなぐために、

地域住民と事業者、相談機関などとの連

携による総合相談支援体制を強化し、包

括的な支援を推進します。 

▶ 地域住民による見守り活動をはじめ、地

域福祉活動が円滑に進められるよう、担

い手の育成と確保に取り組みます。 

▶ 高齢者や障がい者などの権利を守り、誰

もが地域で安心して暮らせるよう、専門

職をはじめ、関係機関と連携しながら、権

利擁護支援の利用を促進します。 

▶ 経済的困窮など、地域からつながった多

様かつ複雑な課題を含む相談を、「くら

し・相談サポートセンター」がワンストッ

プ窓口として受け付け、専門機関と連携

を図りながら必要な援助を提供すること

で、一人ひとりがその人らしい生活を送

ることができるよう支援します。 

▶ 生活保護受給者に対し、必要に応じた適

切な援助を行い、自立を促進します。 
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大綱３ 健康・医療・福祉  

 

施策 ３-４  高齢者福祉 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

いくつになっても、生きがいを持って元気に暮らせるまち 

 

●現状と課題 

▶ 令和元年の市の推計人口において 65歳以

上の市民が全体の 25.8％を占めています

（令和元年 10 月１日推計）。高齢者人口

の増加傾向は今後続く見込みで、急速に

高齢化が進展します。 

▶ 高齢者が培ってきた経験や知識を活か

し、高齢者自らが担い手となって活躍で

きる場づくりや機会づくりが必要です。 

▶ 高齢者が日常生活を送る上での相談・支

援の窓口として整備してきた地域包括支

援センターの機能強化を図るとともに、

支援を必要とする高齢者が支援の場に確

実につながる地域社会の醸成が必要で

す。 

 

●取組の方向性 

▶ 高齢者が地域で安心して暮らせるよう、

移動手段や住まいの確保に加え、医療・介

護・生活支援といったサービスを一体的

に提供する地域包括ケアシステムを推進

します。 

▶ 介護保険制度の安定的な運営に取り組み

ます。 

▶ 高齢者の就労や、ボランティアなどの地

域活動、趣味活動への参加、地域の子ども

たちとのふれあいなどを通じた生きがい

づくりを進め、高齢者が役割を担って活

躍できる場や機会の創出に取り組みま

す。 

▶ 地域包括支援センターが効果的・効率的

に運営されるよう、事業を評価し、課題の

整理・改善に向けた取組を推進するとと

もに、高齢者支援の役割などについて広

く周知し浸透するよう取り組みます。 

▶ 運動や口腔ケア等を推進することにより

フレイル（虚弱状態）の予防や改善に取り

組みます。 

▶ 介護サービスの需要に応じた介護人材の

養成と確保に努め、必要なサービスを提

供できる基盤整備を推進します。 
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大綱３ 健康・医療・福祉  

 

施策 ３-５  障がい者福祉 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

障害の有無にかかわらず、自ら選択する生き方や暮らしができるまち 

 

●現状と課題 

▶ 全ての人が障害の有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現を目

的とした「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律」が平成 28 年に施行

されました。地域や学校、職場などにおい

て、障害に対するさらなる理解や配慮を

深めることが必要です。 

 

▶ これまで、障害福祉事業者などと連携し

て障がい者の相談支援体制の整備や、就

労支援などに取り組んできました。障が

い者の地域移行にあわせ、自立した生活

を支えるサービス提供体制や相談支援体

制の一層の充実が求められています。 

 

●取組の方向性 

▶ 障害福祉事業所や行政、障害者虐待防止

センター等で相談・支援に取り組むほか、

地域等への啓発を行うなど、障がい者へ

の差別解消や権利擁護、虐待防止対策を

推進します。 

▶ 相談・支援に携わる人材の養成と確保に

努めます。また、専門職や相談支援事業所

等のネットワークにより、様々な障害に

対して的確に対応できるよう、基幹相談

支援センター（※）機能の充実などに取り

組みます。 

▶ 障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」

を見据え、日常生活を支える地域生活支

援拠点等（※）を整備します。 

▶ 就学や就労、社会参加に向けた支援を通

じて、障がい者の地域における自立を促

進します。 

 

 

 

 

 

 

※基幹相談支援センター：身体、知的、精神障害の総合的な相談業務を行う地域の相談支援拠点。 

 

※地域生活支援拠点等：障がい者の生活を地域全体で支えるため、居住支援のためのサービス提供体制を構築す

るもの。  
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-1  市民力・地域力 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

地域課題の解決に市民力・地域力が発揮されるまち 

 

●現状と課題 

▶ 高齢者の見守りや子どもの登下校時の見

守り、地域の清掃活動や防犯パトロール、

様々な交流行事など、市民や地域による

活動が活発に行われています。 

▶ 少子高齢化の進展や核家族化、ライフス

タイルの変化などを背景に、まちづくり

の担い手不足が課題となっています。ま

た、自治会加入率の低下や自治会数の減

少など、住民同士のつながりの希薄化や、

地域活動の担い手の高齢化といった傾向

も見られます。 

▶ 地域課題の解決に向けて、小学校区を範

囲とする地域コミュニティの基盤強化に

関する制度を創設し、地域自治組織の設

立や地域の将来像となる地域ビジョンの

策定など、市民による主体的なまちづく

りを推進してきました。 

▶ 市民の主体的な活動による地域課題の解

決を図るとともに、市民一人ひとりが地

域とのつながりを大切に感じられるよう

な取組を進めていく必要があります。 

▶ 地域の活動の場である共同利用施設等の

老朽化が課題です。 

 

●取組の方向性 

▶ 地域ビジョン等を踏まえた地域のまちづ

くり活動が円滑に推進できるよう、自治

会や地域自治組織が主体となったコミュ

ニティ活動を支援します。 

▶ 市民まちづくりプラザにおいて、まちづ

くりへの参加意識の醸成を図るととも

に、それぞれのライフスタイルに合った

形で関係者や団体と連携を深めながらま

ちづくりを担う人材の育成に取り組みま

す。また、市民活動に関する情報の共有や

発信を行うとともに、団体間のネットワ

ークづくりを推進するなど、様々なまち

づくり活動を支援します。 

▶ 老朽化が進行する共同利用施設等につい

て、地域の実情やニーズ等を踏まえた施

設のあり方を地域組織の参画のもと検討

します。 
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-2  都市ブランド 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

人々が、訪れたい・住みたい・住み続けたいと思うまち 

 

●現状と課題 

▶ 本市は大都市に近く交通の利便性に優れ

るとともに、水辺や緑地などの豊かな自

然が残されており、良好な生活環境が築

かれています。加えて、「伊丹スカイパー

ク」や「空港」、「荒牧バラ公園」などの観

光資源や、「清酒発祥の地」「有岡城跡」と

いった歴史資源が、伊丹の都市ブランド

力を高めています。また、「伊丹まちなか

バル」に代表される中心市街地の様々な

イベントなど、市民力で築き上げてきた

地域資源を有しています。 

▶ 本市に「住み続けたい」と考える市民の割

合は高い水準を維持していますが、今な

おまちの魅力を広く周知できていないこ

とが課題です。国外から本市を訪れる外

国人旅行者は少数にとどまっています。 

 

●取組の方向性 

▶ 市民がまちの魅力を実感し、愛着や誇り

を持てるよう、市民や商業者、関係団体と

連携・協力して、伊丹らしいイベントなど

の地域資源を育て、活かすことにより、に

ぎわいと活力のあるまちづくりを進めま

す。 

 

▶ 市外の人々が、本市に興味を持ち訪れて

満足してもらえるよう、様々な情報媒体

を効果的に活用して、歴史や文化、自然、

食、にぎわいといった本市ならではの魅

力を発信します。また、「住みやすいまち」

という視点においてもシティプロモーシ

ョンを推進します。 

▶ 多言語による市内の観光資源の情報発信

や案内を行うなど、国外の人々に本市を

訪れて満足してもらえるよう取り組みま

す。 
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-3  歴史・文化 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

郷土への愛着と心の豊かさを実感しながら暮らせるまち 

 

●現状と課題 

▶ 本市域は、長く豊かな歴史を有し、それを

土台として地域文化が発展してきまし

た。今後も、文化財保護などを通じて、郷

土への愛着を醸成しながら、市民が主体

的に文化芸術活動をできるまちづくりを

進めることが必要です。 

 

▶ 市内の文化施設は、身近に文化芸術に触

れ合い自らの文化芸術活動を表現できる

場として、多くの人々に利用されていま

す。 

▶ 文化施設の舞台装置や音響、照明といっ

た特殊な設備等の維持管理や大規模改修

に要する費用の増大が課題です。 

 

●取組の方向性 

▶ 関係団体と連携・協力し、郷土の歴史や民

俗に関する史料の収集や保存を図りま

す。 

▶ 伊丹の歴史・文化資源を活用してまちの

魅力を高めるとともに、市民の郷土に対

する理解や愛着を深めるため、伊丹の歴

史や文化財の展示、講座・体験学習などを

推進します。 

▶ あらゆる世代に、音楽・美術・伝統文化な

ど、多様なジャンルの文化芸術に触れる

機会を提供するとともに、気軽に文化芸

術活動の創作や発表に参加できるよう、

市民や団体の活動を支援します。 

▶ 各文化施設のニーズ、事業効果などを踏

まえた上で、市民が文化芸術を創造し享

受できるよう取り組むとともに、文化施

設を適正に管理します。 
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-4  商工業 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

商工業の活力が持続・発展するまち 

 

●現状と課題 

▶ 市内産業は、製造業をはじめ卸・小売業、

不動産業、建設業など、多様な業種が集積

しています。商工会議所をはじめとする

関係団体と連携・協力し、経営者の育成支

援や企業訪問、情報発信など、地域産業の

活性化に取り組んできました。 

▶ 中心市街地をはじめ、市内各所で、商工業

者等の創意工夫による様々なイベントが

開催されており、まちのにぎわい創出と

活性化が図られています。 

▶ 商店連合会と連携し、商店街組織の基盤

強化や次世代の経営者の人材育成支援や

市内消費の喚起に加え、中心市街地の出

店者に費用の一部を補助するなど、商業

の活性化に取り組んできました。 

▶ 郊外型の大規模小売店舗の立地やインタ

ーネット通販等の普及により、市民の買い

物志向は多様化しています。市内の小規模

小売店は、これら店舗等との競合により、

厳しい経営状況にあるとともに、経営者の

高齢化や後継者不足等が課題です。 

▶ 新たな感染症の発生や拡大による地域経

済への影響が懸念されています。 

 

●取組の方向性 

▶ 市民生活を支える地域の小売店の経営安

定化に向け、商工会議所等の関係機関と

連携し、商店街の魅力向上につながるイ

ベント等への支援を行います。 

▶ 起業や経営に関するセミナー等の開催に

より創業支援を行うとともに、中小企業

者への各種融資や生産性向上につながる

支援を行います。 

▶ 産業振興センターを産業支援と交流の拠

点施設として活用し、各種相談や情報発

信、人材育成、後継者育成支援等を行いま

す。 

▶ 既存企業の発展や新規雇用の創出などに

つながるよう、事業所訪問等による支援

活動を推進します。 
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-5  都市農業 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

都市農業の多様な機能が地域の魅力をつくるまち 

 

●現状と課題 

▶ 農産物の供給だけでなく、環境や防災、食

育など、都市農業の多様な機能への関心

が高まっています。 

▶ 平成 27 年４月に「都市農業振興基本法」

が制定され、国の「都市農業振興基本計

画」に都市農地保全の方針が明記された

ことで、都市農業を取り巻く社会情勢は

大きな転機を迎えています。 

▶ 農業従事者の高齢化等により農業労働力

が減少していく一方で、新規就農者は少

数にとどまっています。 

▶ 農業者の減少に伴い農地は年々減少して

います。また、農地の大半を占めている生

産緑地地区の多くは令和４年度に指定の

解除手続きが可能となることから、農地

の住宅用地等への転用が加速する可能性

があります。 

 

●取組の方向性 

▶ 農業者による農作物の生産性・品質向上、

経営力強化の取組を支援します。 

▶ 農産物直売所等における新鮮で特色ある

農産物の販売など、地産地消を推進しま

す。また、食育や地域の魅力づくりと連動

した取組を進めます。 

▶ 環境保全型農業や障がい者が農業分野で

活躍することを通じて社会参画を目指す

農福連携、市民への情報発信などに取り

組みます。 

 

▶ 国と県の都市農地保全方針に基づき、Ｊ

Ａ等の関連団体と連携して、都市農業の

活性化と都市農地の保全に取り組みま

す。また、農地の活用策と、市民が農に親

しむ場として、農業者等と連携し市民農

園、学童農園等の運営を推進します。 

▶ 若手農業者団体等と連携し、担い手の確

保・育成やＩｏＴ（※）などの先端技術の

活用を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＩｏＴ： Internet of Things(モノのインターネット）の略。あらゆるモノがインターネットでつながり、情報のや
り取りをすることで、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すこと。  
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-6  雇用と労働 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

誰もが自分らしい働き方ができるまち 

 

●現状と課題 

▶ 兵庫労働局と雇用対策協定を締結し、若

年者・女性・生活困窮者・障がい者など、

性別・年齢などに関わりなく、希望する人

が能力を十分に発揮し、安心して働ける

労働環境の整備に取り組んできました

が、今後も多様化する労働問題への対応

が必要です。 

▶ 求人と求職のニーズが一致しない等の雇

用のミスマッチが課題です。 

▶ 働く時間や場所によらない柔軟な働き方

の導入や、ワーク・ライフ・バランスの促

進、長時間労働の是正など、多様な働き方

や働き方改革の推進に向けて、関係法令

の制定をはじめ、様々な環境整備が進め

られています。 

▶ 「出入国管理及び難民認定法」の改正に

伴い、外国人労働者の増加が予想されて

います。 

 

●取組の方向性 

▶ 兵庫労働局等の関係機関と連携しなが

ら、若年者・女性・生活困窮者・障がい者

など、性別・年齢などに関わりなく、希望

する人が能力を十分に発揮し、安心して

働けるよう支援を行うとともに、合同就

職面接会などを通じて企業が求める労働

力と働き手のニーズのマッチング機会の

充実を図ります。 

▶ 労働者が安心して働くことができる雇用

環境の維持や充実に向け、労働相談や情

報発信事業などを推進します。 

▶ 兵庫労働局等の関係機関と連携しなが

ら、外国人労働者の雇用動向等の各種情

報収集を行い、外国人労働者の受け入れ

を検討する企業に対して、受け入れに際

して備えておくべき知識や各種制度等の

周知、情報提供などに取り組みます。 
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大綱４ 市民力・にぎわい・活力  

 

施策 4-7  空港との共生 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

万全の安全と環境対策のもとで、空港と共生するまち 

 

●現状と課題 

▶ 大阪国際空港（伊丹空港）は、ビジネスや

旅行などで多くの方々に利用されてお

り、平成 30 年度の旅客数は約 1,630 万人

と７年連続で増加しています。 

▶ 平成 28 年度から、空港の事業運営権が民

間資本の企業に売却され、民間企業の経

営ノウハウや資金を活用した新たな空港

運営が始まりました。 

▶ 時代の変遷とともに航空需要が変化する

状況においても、本市では、安全確保と環

境対策への取組を第一として、国や空港

運営権者に対し、新鋭低騒音機材導入な

どの発生源対策や、民家や学校施設等の

防音工事、緩衝緑地としての伊丹スカイ

パークの整備などを求めてきました。 

▶ 航空需要の拡大が予測される中、大阪国

際空港においては、国際便や長距離国内

便の就航が規制されています。 

 

●取組の方向性 

▶ 航空の安全性や信頼性の確保の徹底、航

空機騒音の発生源対策や防音対策、環境

と調和した多様な運航による航空ネット

ワークの充実など、関係自治体等と連携

し、国や空港運営権者、航空事業者に対し

て働きかけます。 

▶ 空港へのアクセスの利便性向上を図りま

す。 

▶ 安全確保と環境対策を前提とし、関西３

空港を利用する旅客者の利便性向上とま

ちの活性化につながるよう市民への周知

を図りながら、国際便や長距離国内便の

規制緩和などを国や空港運営権者に求め

ます。 

▶ 民間活力の導入で、本市の観光資源の一

つである伊丹スカイパークの集客力を向

上させ、空港周辺地域の活性化を図りま

す。 
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大綱５ 環境・都市基盤  

 

施策 5-1  環境保全 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

市民が主体的に環境負荷の低減に取り組むまち 

 

●現状と課題 

▶ 地球温暖化などの環境問題に対して、温

室効果ガスの排出量削減に向けて取り組

んできましたが、さらなる取組が必要で

す。 

▶ 環境監視や事業者等への指導の結果、身

近な大気や騒音、水質などの状況はおお

むね良好な状態が維持されていますが、

今後も引き続き市民が健康で快適に生活

できる環境を維持することが必要です。 

▶ 市民、事業者との協働によるまちの美化

に向けた取組や、継続的な普及啓発事業

により、市民の環境問題への意識は向上

していますが、さらに市民理解を深める

ことが求められています。 

 

●取組の方向性 

▶ 温室効果ガスの排出量削減につながるよ

う、環境に配慮した自然エネルギーの導

入や省エネルギー化への取組とともに、

市民や事業者に対する普及啓発などを推

進します。 

▶ 持続可能な社会構築を目指して、市民一

人ひとりが主体的に行動できるよう、学

校や家庭、職場等で環境学習や啓発を行

います。 

▶ 環境調査や測定による、大気や騒音、水質

等の環境監視を継続するとともに、法令

等に基づき事業所の指導を行います。 

▶ 地域の公園・道路・河川・水路の清掃活動

など、市民や事業者の自発的な取組を支

援するとともに、ぽい捨てや路上喫煙防

止の啓発や指導など、環境美化活動を推

進します。 
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大綱５ 環境・都市基盤  

 

施策 5-2  循環型社会の形成 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

循環型社会の実現に向けて、廃棄物の発生抑制や再資源化、適正処理が行われ

るまち 

 

●現状と課題 

▶ 廃棄物の発生を極力抑え、排出された資

源物をできる限り再利用するという３Ｒ

（リデュース、リユース、リサイクル）の

考えに沿って取り組んできました。 

▶ 資源物の有効利用を一層進め、最終処分

場の負荷を低減することが必要です。 

▶ まだ食べられる食品が、生産・製造・販売・

消費等の各段階において日常的に廃棄さ

れる、いわゆる「食品ロス」が社会問題と

なっています。多様な主体が連携し、国民

運動として食品ロス削減にむけた取り組

みが求められています。 

 

●取組の方向性 

▶ 市民や事業者に対し、廃棄物の減量や発

生抑制について周知啓発に取り組みま

す。 

▶ 資源が循環する環境に配慮したまちを目

指し、市民・事業者との協働で、廃棄物の

再利用と質の高いリサイクルを一層推進

します。 

▶ 発生した廃棄物が適正に処理されるよ

う、収集体制や処理施設の維持・整備を推

進します。 

▶ 市民一人ひとりが「食の大切さ」や「もっ

たいない」という認識を持ち、食品ロス削

減に取り組むよう、市民意識の醸成を図

ります。さらに、市内の飲食店舗及び事業

者に対しても、食品ロス削減に向けた周

知啓発を行います。 
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大綱５ 環境・都市基盤  

 

施策 5-3  公園・緑地・生物多様性 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

自然にふれあえる公園や緑地・水辺があり、うるおいと安らぎが感じられるま

ち 

 

●現状と課題 

▶ 「緑の基本計画」と「生物多様性地域戦

略」を策定し、市民との協働による緑化や

生物多様性の保全・再生に取り組んでき

ました。 

▶ 公園や緑地・水辺は、生活の中で安らぎや

潤いを感じられる場であり、生物の生育

や生息の場としても重要です。また、健康

づくりや子どもの遊び場、災害時の避難

場所であることに加え、火災の延焼を防

ぎ雨水を浸透させるなど、様々な機能を

持っています。 

▶ 公園施設の計画的な再整備と維持管理を

行うとともに、健康づくりを目的とした

健康遊具の設置を推進してきました。 

▶ 公園や緑地、水辺を大切に維持・保全する

には、市民と連携・協力しながら安全性や

快適性、生物多様性の視点から、伊丹らし

い豊かな自然環境を形成していくことが

必要です。 

 

●取組の方向性 

▶ 公共スペースや市民・事業者の身近な場

所での自主的な緑化活動を支援します。

また、地域の個性を高める緑化活動や地

域コミュニティづくりにつながる協働の

取組を推進します。 

▶ 地域資源である質の高いみどりを創出し

利活用するため、市民との協働による取

組や自然環境学習をけん引する人材を育

成します。 

▶ 公園施設の長寿命化計画に基づき、地域

ニーズに対応した計画的な再整備と市民

との協働による維持管理を推進します。

また、公園利用者の利便性向上のため、官

民連携や民間活力を導入したパークマネ

ジメント（※）を推進します。 

▶ 貴重な緑地や水辺を守り、昆陽池公園を

中心に、生物多様性の保全・再生の取組を

推進します。貴重種の保全や自然調査、地

域の生態系に重大な影響を及ぼす侵略的

生物への対策などに市民参加型の取組を

推進します。 

▶ 昆虫館は、生物多様性を推進する拠点と

して、展示をはじめ、子どもの自然環境学

習に重点を置いた事業を推進します。 

 

 

 

※パークマネジメント：従来の行政主導の事業手法から転換し、市民・ＮＰＯ・企業と連携しながら市民の視点に立

って公園を管理していくこと。  
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大綱５ 環境・都市基盤  

 

施策 5-4  都市計画・住環境 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

良質な都市空間と住環境が形成されるまち 

 

●現状と課題 

▶ 土地区画整理事業や市街地再開発事業な

どによる計画的な市街地の形成や、開発

許可制度による良好な民間の宅地開発の

誘導により、これまで良質な都市空間を

整備してきました。今後は人口減少を見

据えた取組が重要です。 

▶ 旧街道沿いや伊丹郷町地区に点在する歴

史的景観、昆陽池をはじめとする豊かな

自然景観など、先人から大切に受け継い

できた市民共有の財産があります。市民、

事業者、行政の連携のもとで、これらの景

観資源を守り、育て、創り、さらには次世

代に引き継いでいくことが必要です。 

▶ 適切に管理されていない「空き家」は、老

朽化や自然災害を起因として、安全や衛

生、景観等の面で地域の生活環境に深刻

な影響を及ぼす可能性があります。 

▶ 高度経済成長期に集中的に整備した市営

住宅は老朽化が進行し、一部で耐震性に

課題があります。また、居住する世帯の高

齢化も進行しています。 

 

●取組の方向性 

▶ 社会環境の変化に対応しながら、まちの

魅力を維持・継承するため、周辺環境と調

和した秩序ある土地利用と市街地形成の

誘導を計画的に進めます。 

▶ 特色ある景観資源の保全や建築物のデザ

イン誘導を行うとともに、公共空間にお

いて良好な景観形成を図ります。 

▶ 秩序ある良好な市街地形成を図るため法

令に則った建築行為を誘導します。また、

既存建築物の適切な維持管理や耐震化を

促進します。 

▶ 空き家の適正な管理を促進するために、

啓発事業や情報提供、相談対応など、空き

家対策に取り組みます。 

▶ 多様なライフスタイルや社会ニーズに対

応した良質な住宅ストックの形成や、誰

もが安全に安心して住み続けられる住宅

を確保するための取組を推進します。 

▶ 民間賃貸住宅の活用など、長期的な視点

にたった市営住宅の管理や維持・保全に

取り組み、バリアフリー化や耐震性の向

上を推進します。 
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大綱５ 環境・都市基盤  

 

施策 5-5  交通・道路 
 

●基本方針（目指すまちの姿） 

安全で快適に利用できる交通手段や道路のあるまち 

 
●現状と課題 

▶ コンパクトな市域の中に骨格となる幹線

道路が整備されています。また、公共交通

網として２つの鉄道路線があり、市営と

民営のバス路線が市内を網羅するなど都

市交通基盤が充実しています。 

▶ 市バスは市民生活を支える重要な交通手

段であり、急速な高齢化が進展する時代

において、今後さらに、市民の移動手段と

しての役割が求められています。 

▶ 公共交通機関や自転車の利用は、二酸化

炭素の排出量削減につながるなど、環境

負荷の低減も期待されます。 

▶ 自動運転の技術開発や実証実験が産学官

の連携により進められており、地域交通

が抱える諸課題を解決する手段として、

実用化に対する期待が高まっています。 

▶ 市域が平坦で自転車利用が多く、また、自

転車が関連する事故が依然として多発し

ていることから、歩行者と自転車の安全

性・快適性の確保と利便性の向上を図る

ため、引き続き自転車レーンや歩道の整

備を進める必要があります。 

▶ 自転車駐車場や路上駐輪ラックの整備な

どにより、駅前の放置自転車台数は大幅

に減少しました。 

▶ 都市計画道路の平成 30年度末現在の整備

率は 88％です。引き続き、都市計画道路

整備プログラムに基づく整備の促進や、

生活道路や通学路のさらなる安全対策が

必要です。 

▶ 道路・橋りょうや安全施設等の道路工作

物の老朽化が進行しています。また、街路

樹は老木化、巨木化が進み安全面での課

題が生じています。 

 

●取組の方向性 

▶ 市バス事業は安全・安心・快適で信頼性の

高いサービスの提供と効率的な事業運営

により、持続可能な経営基盤の確立を目

指します。 

▶ 高い自転車利用割合や市バス運行など伊

丹の交通特性を踏まえた上で、ＩＣＴに

よる先端技術導入も視野に入れた総合的

な交通施策を推進します。 

▶ 自転車交通安全教室などを通じた啓発

や、自転車レーン等の整備により、歩行

者・自転車の交通安全対策を推進します。 

▶ 放置自転車対策として、自転車利用者の

駐輪マナー向上につながる啓発を進め、

駅周辺の自転車駐輪の秩序維持に努めま

す。 

▶ 安全性や防災、景観などに配慮しながら、

街路樹の再整備をはじめ道路の計画的な

整備と適切な維持管理を行います。また、

生活道路や通学路の安全対策を充実する

とともに、ユニバーサルデザインの視点

による歩道の平坦化など、誰もが安全で

歩きやすい道路空間を整備します。 

▶ 橋りょうの長寿命化・耐震化を進めます。

また、都市計画道路の内、緊急時の避難路

となる道路の新設にあたっては、無電柱

化を推進します。 
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大綱５ 環境・都市基盤  

 

施策 5-6  水道・下水道 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

安全で良質な水道水供給と下水道施設に支えられた生活環境が確保されるまち 

 

●現状と課題 

▶ 水道は市民生活や産業活動に不可欠なラ

イフラインであり、安定的で良質な水道

水の供給が求められています。 

▶ 水道水の安全確保のための水質監視や検

査体制等の強化、老朽化した配水管や設

備等の維持保全を計画的に行うことが必

要です。 

▶ 災害時であっても利用者へ確実な給水を

行うための配水管や浄水場施設の耐震

化、災害時の給水体制の強化に取り組む

ことが必要です。 

▶ 節水機器の普及や生活スタイルの変化等

に伴い、世帯あたりの使用水量が減少し

ています。 

▶ 下水道（汚水）は、衛生的かつ快適な市民

生活を送る上で必要不可欠な施設であ

り、本市においては平成 30 年度末現在、

ほぼ整備を完了しています。 

▶ 老朽化した汚水管渠や雨水排出施設の適

切な維持管理とともに、施設の長寿命化

や耐震化の計画的な推進が課題です。 

 

●取組の方向性 

▶ 水道施設の計画的、効率的な改良・更新と

地震などの災害時に対応した施設整備に

取り組み、安全で質の高い水道水を供給

します。また、工業用水道施設の更新・適

正な維持管理に取り組みます。 

▶ 下水道施設の適正な維持管理に取り組

み、長寿命化・耐震化を推進します。 

▶ 上下水道局の中長期的な経営の基本計画

である「経営戦略」に基づき、健全で効率

的な財政運営を行います。 
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大綱６ 参画と協働・行政経営  

 

施策 ６-１  参画と協働 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

市民が積極的に市政に参画し、多様な主体との協働が実現するまち 

 

●現状と課題 

▶ 本市では、「伊丹市まちづくり基本条例」

を自治体運営の基本原則として参画と協

働のまちづくりの推進に取り組んできま

した。 

▶ 市民ニーズや行政課題が多様化・複雑化・

高度化し、市民の参画による行政サービ

スの提供や市民との協働による地域課題

の解決が、今後さらに重要になります。 

▶ インターネットの利用拡大やＳＮＳの普

及により、市政情報の発信や広聴の手段

も多岐にわたっています。ライフスタイ

ルが多様化する中、市民に伝わりやすい

効果的な情報発信・情報共有のあり方が

課題です。 

 

●取組の方向性 

▶ 市民の市政への参画を促進することによ

り市民ニーズを的確に把握し、市民満足

度の高い施策の実現に取り組みます。 

▶ 行政課題の解決や公共サービスの質の向

上を図るため、市民活動団体や事業者な

ど多様な主体との協働の取組を推進する

とともに、まちづくりの担い手づくりに

努めます。 

▶ 様々な広報媒体を組み合わせて活用する

など、積極的かつ効果的に市政情報の発

信と公開や広聴に取り組み、市民との情

報共有を図ります。 
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大綱６ 参画と協働・行政経営  

 

施策 ６-２  ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

情報通信技術によって質の高い市民サービスが提供されるまち 

 

●現状と課題 

▶ ＡＩ（※）の活用やＩｏＴ技術の進展、高

速通信技術（５Ｇ）の実用化など、ＩＣＴ

を取り巻く状況は、日々急速な進展を遂

げており、市民生活や行政事務など、社会

全体に大きな変革をもたらしつつありま

す。 

▶ 本市では、子どもや高齢者等を見守るた

めに、カメラと共にビーコン受信器を整

備し、位置情報を保護者に知らせる「安

全・安心見守りネットワーク」を構築する

など、ＩＣＴの活用に取り組んでいます。 

▶ マイナンバー（社会保障・税番号制度）の

導入や兵庫県情報セキュリティクラウド

の運用など、防災・医療・福祉・交通・教

育といった行政の各分野にＩＣＴの活用

が広がりつつあります。 

▶ 少子高齢化の進展や市民のライフスタイ

ルや価値観の多様化など、時代の潮流が

変化する状況において市民サービスを維

持するためには、ＩＣＴなどの先端技術

の効果的な活用が不可欠です。 

 

●取組の方向性 

▶ 市のあらゆる分野の施策推進にあたって

は、日々進展するＩＣＴを活用した市民

サービスや利便性の向上に取り組みま

す。 

▶ ビッグデータの解析に基づく政策立案や

オープンデータ化など、ＩＣＴの積極的

な活用による地域課題の解決を図りま

す。また、ＡＩやＲＰＡ（※）などの導入

により、行政事務の効率化や行政コスト

の削減に取り組みます。 

▶ 新庁舎の整備を契機として、庁内の電子

化による業務の効率化を推進するととも

に、窓口等におけるＩＣＴ機器を活用し

た情報発信や分かりやすい説明に取り組

みます。 

▶ マイナンバーを活用した行政手続きのオ

ンライン化などに積極的に取り組み、市

民サービスの向上と行政事務の効率化を

図ります。 

 

   

※ＡＩ：Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ（アーティフィシャル） Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ（インテリジェンス）。人間に代わって計算したり判断したり

できる高性能なコンピューター、または、そのためのソフトウェア。 

 

※ＲＰＡ：Ｒｏｂｏｔｉｃ(ロボティック) Ｐｒｏｃｅｓｓ(プロセス) Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ(オートメーション)。人間が行うキーボー

ドやマウス等でのパソコン上の操作を、あらかじめ設定した手順やルールをシナリオとして作成し、このシナリオ

に基づいて処理を自動化するソフトウェア。工場の自動化で利用される組立ロボットになぞらえて、ソフトウェア

上のロボットとも呼ばれる。 
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大綱６ 参画と協働・行政経営  

 

施策 ６-３  行財政運営 

 

●基本方針（目指すまちの姿） 

安定した行財政運営が持続するまち 

 

●現状と課題 

▶ ネーミングライツの導入や徴収体制の強

化、国・県補助の活用などで財源を確保

し、健全で安定的な財政運営に取り組ん

できました。 

▶ 今後は、少子高齢化の進展に伴い、税収の

大幅な増加が見込めないことや、社会保

障関係費の増加などが予測されていま

す。 

▶ 将来の人口減少を見据え、行財政の長期

的展望を明確にし、自立的・持続的な市政

運営を図ることが必要です。 

▶ 昭和 40～50年代に整備した公共施設の老

朽化が進行しており、その更新が大きな

課題です。 

▶ 職員には、高い倫理観で業務を遂行する

ことはもとより、多様化・複雑化・高度化

する行政課題に対応する知識やスキルを

身につけることが求められています。 

▶ 行政課題の中には、国や県、他の自治体と

共通するものが多くあり、本市では、消

防・救急や医療、環境分野などにおいて、

他の自治体と共同で取り組んでいる事業

があります。 

 

●取組の方向性 

▶ 限られた財源の適正な配分と効果的な活

用に取り組むとともに、新たな財源の確

保に努めます。 

▶ 施策の優先度や緊急度などを勘案し、選択

と集中による事業の精査に取り組みます。 

▶ 総合計画に基づく施策の進捗状況を適正

に評価し、ＰＤＣＡサイクル（計画・実行・

評価・改善）によって効果的に施策を推進

します。 

▶ 公共施設の建替えや大規模改修にあたっ

ては、機能移転や複合化等によって有効

活用を図りつつ、施設保有の最適化やコ

スト縮減など公共施設マネジメントに積

極的に取り組みます。 

▶ 行政職員としての知識や技能を身につ

け、急激な時代の変化、新たな行政需要に

迅速かつ柔軟に対応できる職員の育成に

取り組みます。 

▶ 職員一人ひとりが、やりがいをもって主

体的に職務に取り組むことができるよ

う、安心して働き続けられる職場環境の

整備に取り組みます。 

▶ 人口減少の急速な進展を見込み、広域的

な課題に対して、市域を越えた連携を推

進します。 
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（ページ調整余白） 
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第３編 計画の策定にあたって【参考資料】 
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３-１ 伊丹のまちの特性 

 

 

 

伊丹市は、兵庫県の南東部に位置し、大阪市から約 10 キロメートル、神戸市から約 20 キロ

メートルの距離にあります。 

伊丹のまちは、古くから都と西国を結ぶ街道が通るなど、交通の要衝として発展してきました。

「伊丹郷町」と呼ばれる地域では、江戸時代には酒造業が栄え、豊かな経済力を背景に俳諧文化

が花開きました。現在でも、市域の随所に文化財や、歴史を感じさせる景観が残っています。 

また、市域に JR と阪急の鉄道が走り、市バスが市内全域を運行するなど、大阪市や神戸市を

はじめ、近隣都市への通勤・通学や買い物などに便利な場所です。また、関西の空の玄関口であ

る大阪国際空港（伊丹空港）があります。 

住環境に目を向けると、市の東部に猪名川、西部に武庫川が流れ、昆陽池公園や瑞ケ池公園、

伊丹緑地など、豊かな水辺や緑に恵まれています。また、生活の身近なところに商業施設や医療

施設などが立地し、平坦でコンパクトな地域特性を有するなど、日常生活における利便性にも優

れています。 

これら生活の利便性を備える一方で、歴史や文化、豊かな自然が身近に存在する側面も併せ

持つ、「暮らしやすさがちょうどいい」まちです。 

 

 

 

本市では、「伊丹市まちづくり基本条例」に基づき、市民主体のまちづくりを進めています。 

中心市街地では、１年を通じて様々なイベントが開催されており、市内各所では、夏祭りやもち

つき大会など、子どもから高齢者まで多世代が交流できるイベントや、まちの環境美化、子ども

の見守り活動、地域防犯や防災活動など、市民や地域が主体となった多彩なまちづくり活動が

展開されています。 

まちを盛り上げている主役は市民であり、人と人とのつながりを大切にした「市民力・地域力」

に支えられたまちです。 

 

 

 

1,200 台の安全・安心見守りカメラとビーコン受信器による安全・安心見守りネットワークを

全市域に整備して子どもや高齢者を見守るなど、先端技術を活用した安全・安心を確保する取

組を進めています。 

また、保育所やこども園、児童くらぶの整備に積極的に取り組むとともに、阪神北広域こども

急病センターやこども発達支援センターの整備、子育て交流の場づくり、子育てに関する情報発

信や相談など、安心して妊娠、出産、子育てができる環境を整えています。 

さらに、学校園（認定こども園・幼稚園・保育所（園）・学校）の耐震化や空調設備整備を通じて、

全ての子どもが質の高い教育を受けられる施設環境を整えるとともに、図書館「ことば蔵」など

の社会教育施設も、まちの未来を担う子どもの健やかな成長を支えています。  

１）交通の利便性が高く、良好な住環境が形成された住みよいまち 

２）市民主体のまちづくりが活発なまち 

３）安全・安心を実感し、子育てしやすいまち 
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３-２ 社会潮流 

 

  

 

日本の総人口は、平成 20 年（2008 年）の 1 億 2,808 万人をピークに減少局面に入り、令

和元年（２０１９年）11 月現在、１億 2,618 万人となっています。国立社会保障・人口問題研究所

の推計によると、総人口は令和 30 年（2048 年）に１億人を割り込んで 9,913 万人となり、令

和 42 年（2060 年）には 8,674 万人まで減少すると予測されています。地域産業を支える労

働力の減少や地域コミュニティの担い手不足など、市民の暮らしや地域社会に影響を及ぼし、ま

ちの活力の低下につながることが懸念されます。 

現在、人口が微増傾向にある本市においても、将来的には減少に転じることが見込まれます。

すでに生産年齢人口や年少人口については減少傾向が続くなど、人口構成は変化しており、今

後、市税収入の大幅な増加を見込めない一方で、医療や介護などに要する社会保障関係費は確

実に増加することが予想されています。 

このような状況において、持続可能なまちづくりを推進していくためには、公共施設マネジメ

ントや行財政改革、地方創生などの取組を継続していく必要があります。 

 

 

 

  

 

近年、地震や巨大台風、集中豪雨等の頻発により、全国各地で様々な被害が生じていることに

加え、近い将来、「南海トラフ地震」が高い確率で起こることが予測されています。また、新型コロ

ナウィルス感染症など、新たな感染症が発生しており、これらの災害や感染症の発生は、社会全

体に甚大な影響を及ぼすことから、その対策への関心が高まっています。 

さらに、高齢者等を狙った特殊詐欺や、子どもや若者が巻き込まれる犯罪の発生、さらには自

動車の誤操作や悪質な運転者による交通事故の発生など、市民の生命や身体、財産に影響を及

ぼす事件・事故が発生しています。 

平成 3０年度の伊丹市民意識調査の結果でも、「地震や大雨などの災害への備え」や「交通安

全や防犯活動の推進」などの施策を重要と考える市民は多く、市民の安全・安心への意識の高さ

が見て取れます。 

全ての市民が安全・安心を感じながら暮らすことができるよう、防災や交通安全、地域防犯に

取り組むことが必要です。 

 

 

  

 

近年、ICT（情報通信技術）などの先端技術が急速に進展しています。これらの活用により、

人々の生活の質の向上や経済の活性化、ライフスタイルの多様化が促進されるなど、社会や人々

の暮らしに大きな変化をもたらしています。 

１）人口減少社会への対応 

２）安全・安心への関心の高まり 

３）情報化の進展 
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今後、自動運転技術による高齢者等の移動手段の確保や、遠隔地から患者の診療を行う遠隔

医療サービス、ICTを活用した質の高い教育の推進など、地域が抱える課題等を解決するインフ

ラとして、社会や暮らしを支えていくことが考えられます。 

本市においても「安全・安心見守りネットワーク」の整備など、ICT を活用した子どもや高齢者

の見守り活動を推進してきましたが、さらなる地域課題の解決や市民サービスの向上、行政事務

の効率化に向けて、ＡＩやＲＰA など日々進展する先端技術の活用が必要です。 

 

 

  

 

単身世帯や高齢者世帯の増加などの家族構成の変化や、女性の社会進出に伴う共働き世帯

の増加など、人々のライフスタイルや価値観は多様化しています。 

また、人々の働き方に対する意識にも変化が生まれています。仕事と仕事以外の生活との調

和を図り、心豊かな生活の実現を目指す、「ワーク・ライフ・バランス」の考え方が定着するととも

に、働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会の実現を目指す「働き

方改革」が推進されています。 

出入国管理及び難民認定法の改正（平成 31 年 4 月）により、一定の専門性・技能を有し、即

戦力となる外国人材を受け入れる制度が創設され、今後、異なる言語や習慣、文化的背景を持

つ外国人市民の増加が見込まれています。地域コミュニティの構成員として、日本人市民と外国

人市民とが共存し生活する社会を迎えるにあたり、多文化共生の取組の必要性が高まっていま

す。 

 

 

  

 

少子高齢化などを背景に、地域住民同士のコミュニケーションの減少や、人と人とのつながり

の希薄化が課題となっています。 

また、地域コミュニティにおいて重要な役割を担う自治会等への加入率も各地で低下傾向に

あり、地域防犯や交通安全、災害支援、環境美化など、地域の様々な活動を支える人材の高齢化

や担い手不足により、暮らしの安心感が薄れ、まちの活力が低下することが懸念されています。 

本市においても、地域や中心市街地で実施される市民主体の事業に、多くの人が集い、交わり、

楽しむことにより、住民同士がつながるなど、市民による主体的な活動がまちのにぎわいを創出

しています。その一方で、地域コミュニティの活動などに参加する人が減少・高齢化し、将来どの

ようにして活動を持続させるかが課題となっています。 

これからも、誰もが地域で支え合いを感じながら、安心して暮らしていくためには、一人ひとり

が周りの人とのつながり、互いに支え合うことの大切さを再認識することが必要です。 

 

  

４）ライフスタイルや価値観の多様化 

５）人と人とのつながりの再認識 
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３-３ 地方創生の推進 

 

市は、「まち・ひと・しごと創生法」第 10 条第１項に基づき、平成 27 年 10 月に、伊丹市総合計

画（第５次）で定めた基本構想・基本計画・実施計画を基盤として、平成 27 年度から令和２年度（１

年延伸）を計画期間とする「伊丹創生総合戦略」および「伊丹創生人口ビジョン」を策定しました。さ

らに、人口ビジョンで設定した将来展望を実現するための目指すべき方向性と基本目標、重要業

績評価指標（ＫＰＩ）等を設定し、各種事業を実施してきました。 

国では、令和２年度から令和６年度を期間とする、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策

定し、「継続は力なり」という姿勢を基本とし、地方創生の目指すべき将来や目標、施策の方向性等

を示し、地方創生の動きを更に加速させていくこととしています。 

市における今後の地方創生の取組は、令和３年度を初年度とする本計画と一体をなす計画とし

て位置付け、取組を推進します。法第 10 条第２項に規定される「市町村 まち・ひと・しごと創生総

合戦略」の記載事項として、第１号の目標は本計画の「第１編 基本構想」に、第２号の施策に関する

基本的方向は本計画の「第２編 基本計画」にそれぞれ位置づけます。なお、第３号の必要な事項は、

具体的な施策および重要業績評価指標を、実施計画に位置づけて取組を推進します。 

 

図 まち・ひと・しごと創生法に基づく総合戦略と総合計画の関係 

 

 

３-４ 総合計画の進捗管理 

 

効率的・効果的な行政運営と、市民への説明責任を果たす

ため、行政評価を通じて、計画の進捗管理を行い、適切なＰＤ

ＣＡサイクルで施策を推進します。 

▶ 評価結果を市の長期的な施策展開に役立てることができ

るよう、施策の成果を適切に評価できる指標を用いて評価

を行います。 

▶ 施策の目標を明確に示しながら行政評価を行います。 

▶ 行政評価の結果を施策や事業の改善、予算に反映させてい

きます。 

▶ 行政評価の結果公表にあたっては、市民に分かりやすい内

容や様式を用い、市民がまちづくりに対して主体的に考え

る材料となるよう工夫します。 

Plan

Do

Check

Action

事業立案

事業実施

行政評価
（施策・事業評価）

事業の改善・見直し

【第10条第2項】

まち・ひと・しごと創生法に基づく
総合戦略への記載事項

第６次伊丹市総合計画

第１号 まち・ひと・しごと創生に関する目標

第２号 市町村が講ずべき施策に関する基本的方向

第３号
市町村が講ずべき施策を総合的かつ計画的
に実施するために必要な事項

基本構想

基本計画

実施計画
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３-５ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の取組 

 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable 

Development Goals）とは、２０１５年９月の

国連サミットで採択された「持続可能な開発の

ための２０３０アジェンダ」にて記載された２０１

６年から２０３０年までの国際目標です。持続可

能な世界を実現するための１７の目標・１６９のタ

ーゲットから構成され、地球上の誰一人として

取り残さないことを誓っています。 

本計画では、６つの政策大綱と 33 の施策に基づき、将来像の実現に向けた取組を推進するこ

ととしており、その方向性は SDGs が目指す国際社会の姿と重なります。SDGｓの 17 の目標と

各施策との関係は、次に示すとおりです。 

 

図 総合計画の政策大綱と関連する SDGｓの目標 

 

 

（SDGs17 の目標） 

１.貧困をなくそう 

２.飢餓をゼロに 

３.すべての人に健康と福祉を 

４.質の高い教育をみんなに 

５.ジェンダー平等を実現しよう 

６.安全な水とトイレを世界中に 

７.エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

８.働きがいも経済成長も 

9.産業と技術革新の基盤をつくろう 

10.人や国の不平等をなくそう 

11.住み続けられるまちづくりを 

12.つくる責任 つかう責任 

13.気候変動に具体的な対策を 

14.海の豊かさを守ろう 

15.陸の豊かさも守ろう 

16.平和と公正をすべての人に 

17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 


